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環境監査と環境マネジメントの統合に向けての研究 
―スーパーISO とホリスティック・マネジメントを視座として―(1) 
 
石 井   薫 
 
はじめに ―分離から統合への変革の時代― 
１ 環境監査・公共監査・環境マネジメントからホリスティック・マネジメントへ 
２ 環境監査と環境マネジメントの研究における国際的動向 
 (1) これ迄の文献調査研究の成果 
 (2) 最近の文献調査研究の結果 
 (3)『GREEN to Gold－企業に高収益をもたらす「環境マネジメント」戦略』 
 
はじめに ―分離から統合への変革の時代― 
2008年の米国大統領選挙で、民主党のバラク・オバマ上院議員による勝利演説では、「若者と高
齢者､富める者と貧しい者、民主党員と共和党員、黒人と白人、ヒスパニック、アジア系、アメリ
カ先住民、同性愛者とそうでない人」たちの分裂を超えて力を合わせること、また明日から向きあ
う難題として、イラクとアフガニスタンの二つの戦争、危機に直面した地球の環境問題、今世紀最
悪の金融危機を挙げるとともに、リンカーンの演説を引用して、国民が敵味方と分裂することなく、
愛情によるつながりを断ってはいけないと訴え、「我々は一つであるという真実を再確認しよう」
とのメッセージを世界に伝えた（朝日新聞、2008年11月６日）。 
一方、わが国では、相も変わらず、自民党と民主党の政権争いをめぐって政局が動いている。政
府は定額給付金など安易な政策を発表するだけで、民主党もチェンジ（変革）といっても政権の
チェンジを訴えるだけで、日本や世界をどのように変革していくかのイメージが国民には見えてこ
ない。 
チェンジ（変革）を唱えるなら、どんな現状から、どんな未来へのチェンジなのかを提示する必
要があろう。すなわち時代のリーダーの見識として、どんな現状認識をしているか、またどんな未
来のビジョンを描いているか、さらにそこに辿り着く方策を、どのように考えているかを、人々に
伝えなければならない。 
そこで今迄は分離の時代であったとの現状認識、これからは統合の時代をめざして社会のシステ
ムを変革していかなければならないとの認識が、先ずもって重要と思われる。これは何も政治の世
界に限ったことではない。企業経営や教育や医療など、人間社会のあらゆる分野で、「分離から統
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合への変革」が時代の要請となっている。 
たとえば経済や経営の分野では、世界的な金融危機に見舞われ、企業のみならず多くの人々の生
活に暗い影を落としている。その背景に、経済中心、市場中心、営利中心の経済・経営思想があり、
経済的弱者や市場に参加できない人々を無視する冷たい社会システムがある。そのような社会シス
テムが支配している今日、お金がない人々は住むところも食べるものもなく生命をおびやかされて
いるのが実状である。経済格差で富めるものと貧しい者に分離させる、このような社会システムが
システム疲労で崩壊していくのは、人類社会が進化していくプロセスでは避けられないことのよう
に思われる。ただ社会システム崩壊の過度期では、企業経営の悪化などで多くの人々が失業の不安
を抱えるなど不穏な社会状況となる。それ故、既存の社会システムを、住むところと食べるものを
最低限保証するなど、弱者をサポートする愛溢れる社会システムに変革していくことが求められよ
う。 
一方、教育分野においても、大学では、経営学部、経済学部、理工学部など、幾つかの学部に細
分化され、各学部にはさらに細分化した学科目が配置されている。それらの学科目が、それぞれ学
問分野もしくは科学の細分化された領域を構成する。大学の講義では、それら細分化された科学の
領域の知識を学生に教えることが、主たる教育の内容となる。本来、教育とは、人の生き方に関わ
るものでなければならないはずである。しかし現実には、大学のみならずほとんどの教育機関で、
人の生き方と直接関係しない知識の学習に重点がおかれている。このような教育システムが、知識
レベルの評価だけで人々を優劣に序列をつけて、成績の良い人と成績の悪い人に分離させている。
そこでは感受性や優しい心、それに思いやりや信頼など、人間が生きていく上での大切な資質が無
視される。このような教育が、物質中心、お金中心の経済システムと重なり連動して、人々の心を
砂漠化に導く一因となっているように思われる。 
さらに医療の分野においても、現代の支配的な医学では、細分化された診療科目で、人間の身体
を個々に細分して、診断・治療をしている。ここでも分離の医療システムが、人々を支配している。
東洋医学では人間の身体の各部分のつながりを重視しているので、西洋医学よりは、統合に向けて
先んじている。西洋医学と東洋医学の融合は、後述の見えない体、見えない世界での統合に向けて
不可避のプロセスと思われる。 
以上、経済・経営分野、教育分野、それに医療分野における分離の現状と統合の必要性を強調し
てきた。人類が分離の時代から統合の時代に移行するには、上述のことだけでなく、見える世界と
見えない世界を仕切るカベを超えなければならない。人類が、見える世界のカベを超えて、見えな
い世界に辿り着くには、当面、次の３つのカベを乗り越える必要があろう。 
第１は、見える世界の環境のカベを超えて、見えない意識の世界をめざすことである。現在、地
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球環境の危機に直面して、見える世界での環境対策が叫ばれている。しかし、今日の危機は地球環
境の危機というより、人類存続の危機を真剣に受けとめようとしない人類の意識の危機とみられる。
それ故、私たちの意識そのものを変革する必要がある。そこで私が意識マネジメントの手法として
考案したのが、“スーパーISO”であり、続稿で取りあげる。 
第２は、見える世界の科学のカベを超えて、見えない世界を取り扱う秘学の知見を視野に入れる
ことである。現在、見えるモノの世界だけを対象とする科学では世界の外面をみるだけで限界があ
ることを知り、世界の内面である見えない世界を視野に入れる秘学に目を向ける時である。この領
域でウィルバー（2008）やラズロ（2008）は、最先端の研究をしており、これに関しても続稿で取
りあげよう。科学か秘学かの選択ではなくて、科学を内に含みながら秘学を取り入れることによっ
て、私たちの知見を変革する必要がある。 
第３は、見える人間の体のカベを超えて、人間はスピリチュアルな存在だと知ることである。
「人間には見えない体がある」（渡部、2008）、すなわち、人間は見える体を見えない体が包み込ん
だスピリチュアルな（霊的な）存在であると、わたしたちの身体観・人間観を変革する必要がある。 
ここで人間は見える体だけでなくスピリチュアルな存在だと知ることは、教育や医療、それに科
学や哲学などすべての分野にとって、見えない世界に向けての出発点になる極めて重要な認識であ
る。今日の人類存続の危機を乗り越えるには、人間はスピリチュアルな存在だと知って、それを踏
まえて「人類とは何か」、そして「私とは何か」と問うことが大切である。 
見える世界では、人類は、国家や民族や人種によって分離され、それが人々の争いの下地となっ
ている。しかし、人間はスピリチュアルな存在だと知れば、見えない世界で人間は皆つながり、人
類は一つであることが理解できるようになる。また見える世界では小さな一人の私にすぎないが、
人間はスピリチュアルな存在だと知れば、“私”は人類や世界と一体となった存在であり、私は人
類そのもの、世界そのものとの認識に辿り着けよう。一人ひとりの“私”がそのように意識を変革
することによって、人類の意識が変革する。私たちが現在の人類存続の危機を乗り越えて、愛と平
和の新しい時代を迎えられるよう、それぞれの学問分野で統合に向けての研究にチェンジ（変革）
されるよう望まれてならない。 
 
１ 環境監査・公共監査・環境マネジメントからホリスティック・マネジメントへ 
従来から、企業の会計や監査は、投資家や経営者のために存在するという考えが主流であった。
私は、自分の専門とする学問が、経営者や投資家などのステークホルダーのためだけでなく、一般
市民など広い利害関係者に役立つべきと考えた。それと同時に専門分化している会計学の視点だけ
では、広範な社会問題に応えることはできないと考えた。そこで先ず、学問の相互浸透をはかるこ
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とが重要との認識の下に、会計学と経営学や経済学、それに記号論や言語学との相互浸透をめざし
た（石井、1991）。それとともに、社会問題に応える学問研究をめざし、公会計の研究領域を開拓
するとともに、社会問題としての会計と監査の主要領域である、国の会計検査院の検査や地方自治
体の監査委員の監査を研究した（石井、1989；石井・茅根、1993ｂ）。 
学際会計学や公会計論の研究の後、地球環境問題が人類にとって最も大きな社会問題であり、地
球環境問題に応える学問こそが、今時代に求められているとの考えに至った。そこで、地球のため
の会計と監査を研究するとともに（北原・石井1993a）、地球環境問題に応える学問の構築をめざし
た（石井、2004、初版1995年）。さらに大学における環境教育のあり方にも取り組んだ（石井・北
原、1996）。 
その後、私は複雑系研究という科学の最前線の議論を吟味したが、地球そのものを複雑系とみる
議論はなく、複雑系の科学では、今日の地球環境問題への対応に無力であると思われた。このよう
に地球環境問題を研究し、環境マネジメントの研究領域を開拓してきたプロセスにおいて、私自身、
環境問題は、人々の意識が変わらなければ何も変わらないことに気づいた。ケン・ウィルバーや
ピーター・ラッセルなどの思想家も、今日の危機は地球環境の危機というより人類の意識の危機と
いう見解を提示している。環境浄化には意識浄化が不可欠であり、環境問題と意識問題は硬貨の裏
表の関係で、環境マネジメントだけでなく意識マネジメントの研究が必要なのである（石井、
2003）。 
ここで私は、会計や監査の研究から離れて、環境マネジメントや意識マネジメントの研究をした
のではなく、会計や監査を内に含んで研究したことを強調しておきたい。すなわち従来の会計や監
査の分野を内に含むようにして、環境監査や環境マネジメントの研究を展開したのである（石井、
2006a）。この“内に含んで展開する”ことは、進化の必須条件として、重要なポイントである。そ
れ故、私は企業監査や政府監査、それに環境監査を内に含むような“公共監査”の概念を提示して、
社会マネジメントを研究対象とした（石井、2006b）。さらに社会マネジメントを内に含む地球マネ
ジメントへと、環境マネジメントの概念を拡大して研究したのである。 
それからさらに、環境マネジメントだけでなく、意識マネジメントにまで拡大して研究を行った。
そして、環境監査と環境マネジメントを内に含んで統合するホリスティック・マネジメントのコン
セプトを提示した。ホリスティック・マネジメントは、見える世界の環境マネジメントだけでなく、
見えない世界の意識マネジメントやスピリチュアル・マネジメントを含んで、まさに全体的なマネ
ジメントをめざすものである（石井、2005、2008a,2008b、2008c）。 
以上のように、企業監査や政府監査から環境監査を含む公共監査へと展開する一方、環境マネジ
メントから意識マネジメントへと展開し、究極的にそれら諸分野を統合するホリスティック・マネ
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ジメントの視座に到達したのである。 
 
２ 環境監査と環境マネジメントの研究における国際的動向 
(1) これ迄の文献調査研究の成果 
環境監査は、1970年代にアメリカから始まったとみられるが、私はその環境監査の生成と発展に
ついて、『環境監査（第三版）』（石井、2006，初版2002年)で取りあげた。この環境監査を含めた環
境マネジメントに関する海外の議論の展開についても、網羅的に文献を調査して、議論の現状を明
らかにするとともに、環境マネジメント論の課題と射程について、『環境マネジメント』（石井、
2003）で論述した。 
環境マネジメントに関する海外の文献を調査して明らかになったことは、今日の地球環境問題に
対応するために重要な学問分野である「環境マネジメント」の研究は、まだ緒についたばかりとい
うことであった。下記のウェルフォード（Welford，1996）、バロウ（Barrow，1999）、コルビィ
(Colby，1990)、カルンバック＝カプラ他（Callenbach＝Capra et al，1990）等の著作を除けば、実
践の解説に追われ、深いレベルでの理論的考察はほとんどなされていない状況とみうけられた。 
①ウェルフォードは、スピリチュアリティについて述べ、「仏教経済学」の視点の重要性を指摘し
ているものの、この領域で、ウェルフォード自身の理論展開はなされていない。スピリチュアリ
ティに関しては、ケン・ウィルバーがすでに取り組んでおり、私のいう見えない意識の世界や神
秘系の研究領域になる。 
②バロウはエコシステムに関して述べているが、これに関しても、ケン・ウィルバーがポパー、
ディープエコロジストさらにヤンツらの議論を批判的に検討し、高度な理論展開をしている。
これらは、私のいう神秘系研究でとりあげている。 
③コルビィは、“新しい物理学”に関して、ボームなどの見解に言及しているが、ボームのインプ
リケイティド・オーダーも含めて、私自身、より深い議論を展開し、神秘系研究の重要な研究
領域としている。 
④カレンバックとカプラ等は、地球環境問題に理解が深いし、“新しい物理学”にも精通している
ように思われる。しかし、内宇宙や意識のマネジメントに対する認識や実践は十分に窺えない
（石井、2003、105～106頁）。 
それはさておき、環境マネジメントと環境監査に関する海外博士学位論文に関しても、上記のコ
ルビィやコッチアン（Kotchian，2000）の「スピリチュアルな利潤（spiritual profit）への転換―
CEO の信念と企業の環境パフォーマンス」が学術的に高度とみられる程度である。その他として、
1990年代には、ISO14000はアメリカの EPA（環境保護庁）の規制のあり方を見直す契機になると
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いう調査研究（Morelli，1997）、環境品質マネジメントというタイトルで EPA の大気浄化法の規制
に対する政策提言（Uwazurike，1994）、環境マネジメント誘因パラダイムとしてスーパーファンド
法の導入を取りあげた研究（Froehlich，1992）、有害廃棄物問題をテーマに企業の環境マネジメン
トを考察し、外部環境コストの問題に取り組んだ研究（Greene，1998）、環境マネジメントの製品
開発への統合(Wen，1994)、総合品質環境マネジメントとして500社の品質管理実践と環境パ
フォーマンスの相互関係についての研究（Tomlin，1996）、環境マネジメント実践と産業界の変化
で650の化学工場の調査研究（Theyel，1997）、暗黙の価格見積（Cram，1998）、環境への姿勢と環
境マネジメント行動（Cordano，1998）、企業の緑化（Nilsson，1997）等の博士論文がみられる。そ
して2000年代には、「環境マネジメントシステムの能力・構造・パフォーマンスに関する調査研究」
（Montabon，2001）、「環境マネジメントシステム―経営管理と企業パフォーマンスに対する合意
―」（Sroufe，2000）、「国際的な環境協定における聞かれざる声―利害関係者不在が ISO14001の正
当性と効力に意味するもの」（Raines，2002）、「企業の環境マネジメントシステムの設計と評価」
（Matthews，2001）、「ISO9000と公認会計士―保証業務という重要な領域における進展の当面の評
価」（Morf，2000）、「水プログラムおよびプロジェクトのサスティナビリティの改善に向けた
ISO14001ギャップ分析の利用」（Quinn，2002）等の博士論文がみられる。しかし、これらの文献
において、広いフレームワークで環境マネジメントを理論的に考察したものはみられなかった。 
 
(2) 最近の文献調査研究の結果 
その後も、環境マネジメントと環境監査に関する海外文献の調査研究を続けたが、そこでの主た
るものは、以下の通りである。 
①「環境マネジメントと環境会計と財務パフォーマンス」（Toms，2000）は、環境を考慮した経営
方針を追求する企業と、そうでない企業との間のパフォーマンスにおける差異を調査している。
そしてその差異の理由は、健全な環境マネジメントの実践に投資している企業の経営者は、重要
な無形資産、特に改善された社会的評価を創出しているという。また年次報告書は環境マネジメ
ントにとって、極めて重要な戦略的な道具であると主張している。 
②「企業の環境パフォーマンスと財務パフォーマンスの統合化―エコエフィシェンシー指標の標準
化のための方法」（U.N.Conference on Trade and Development，2000）は、伝統的会計モデルを拡
張し、環境パフォーマンスを財務パフォーマンスに結びつける ISAR（会計と報告の国際基準）
の研究結果を提示している。またエコエフィシェンシーやアカウンタビリティを達成する際に、
環境パフォーマンスと財務パフォーマンスが、ともに用いられる方法を提示している。そして、
内部的に首尾一貫した環境・財務情報を作成する方法を導出することによって、環境報告の質と
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それに対する利害関係者の満足が改善されると主張している。 
③「環境コスト・負債のための会計および財務報告」（U.N.Conference on Trade and Development，
1999）には、ISAR(会計および報告の国際基準)の改訂されたガイダンスが含まれている。その
目的とは、環境対応に関する取引や事象のための会計において最良の慣行とみなされるものに関
し、財務諸表や関連注記において、企業や規制当局、それに基準設定機関へ支援を提供すること
にあるという。本書は、序論、１声明書の目的と焦点、２環境コスト・負債を会計処理する必要
性、３範囲、４定義、５環境コストの認識、６環境負債の認識、７修復の認識、８環境負債の測
定、９ディスクロージャーから構成されている。 
④「企業報告の社会的批評」（Crowther，2002）は、企業報告の性格は、時間とともにより外部志
向で将来志向になるために変化してきており、広範囲の利害関係者に対し、企業を周知させるこ
とが企図されている。本書の著者は、環境会計・報告という報告形式がこの変化に対して一つの
推進力となってはいるが、この報告形式は伝統的な会計・パフォーマンスの測定の報告形式と相
容れない仕組みになっていることに論及している。なお本書では、企業報告の記号学を導出し、
企業のパフォーマンスやその測定に対する含意を考察するとともに、電子報告が企業報告に影響
を及ぼす方法を考察している。 
⑤「環境マネジメント計画の手引―ISO14001の実施ガイド」（Tinsley，2001）は、２つの目的を達
成することを目指している。第１の目的は、読者に環境マネジメントの概念の包括的な理解を得
ることに役立たせ、環境管理者や認証機関との対話を可能にし、読者が詳細な情報を得た上での
決断が行えるようにすることにある。第２の目的は、もし読者が環境マネジメントシステムを実
施する立場にあるならば、本書は読者の業務である環境マネジメントシステムを明示し説明する
ための方法・手段・手続き、それに文書化などに資することにある。本書は、ISO14001の実施
に焦点を合わせている。その理由は、現在、ISO14001が欧州で先導的な環境上の規格であると
見なされており、今後数年間であらゆる企業が判定される効率的な基準となるからという。 
⑥「ISO14001―持続可能な世界的規模の産業発展に対する失われた機会」（Kurt，1998）は、
ISO14001は本来、持続可能な産業発展を達成するには不十分なツールだとして、次のような見
解を提示している。ISO14001は、環境パフォーマンスに関する情報を提供するようなツール―
“ISO14001プラス”アプローチ―で補強される必要がある。しかし、企業の環境パフォーマン
スの測定基準や報告規定を明らかにするためのツールは、まだ初期段階にある。持続可能な産業
発展の議題の極めて重要な部分が ISO14001に加えられ得るのかどうか、また ISO14001によって
取り扱われ得るのかどうかが、真の問題である。そして、これまでどちらも ISO14001にとって
主たる関心事ではなかった。さしあたり、持続可能な産業発展のプロセスや内容の要求事項の多
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くを満たす、より興味深い EMS（環境マネジメントシステム）モデルがあるとしている。 
⑦「内部からの規制―環境マネジメントシステムは政策目標を達成できるのか？」（Coglianese & 
Nash，2001）は、まさにガバナンス（統治）の道具としての、情報の戦略的利用に関するもの
であり、また伝統的な政府の権限に対して、情報を代用する可能性についての著作である。環境
マネジメントシステムは、成果に焦点を当てるための情報を用いることや、規制プロセスによっ
て管理するのでなく、まさに成果に対して管理することに関わる。そして本書で提示された知見
は、情報化時代において、政府の役割についての非常に幅広い議論を知らせるための大きな可能
性を示している。本書は環境政策の将来への洞察に対するだけでなく、ガバナンスの概観に対し
ての重要な解釈を提示していると主張している。 
⑧「ISO14001の品質マネジメントシステムへの統合」（Block & Marash，1999）は、品質マネジメ
ントシステムと環境マネジメントシステムの２つの論題を扱っている。その２つの論題は、独立
したシステムとして広範囲な取り扱いを受けている。また本書は、組織に２つの別個の規格に
よって課される要求事項を、一つの結合性のあるマネジメントシステムへと統合することを可能
にする情報を提供している。そして、統合の主要な利点の一つは、品質保証のスタッフと環境担
当のスタッフを一緒にすることを要求することであるという。 
⑨「環境保護主義と企業の新たな論理―どのように企業は営利的であって、かつ我々の子供たちに
生命ある惑星を残すことができるのか―」（Freeman & Dodd，2000）は、我々の環境を改善する
ための試みにおいて、どのように企業が指導的な役割をとることができるかを提案することが目
的としている。企業は同時に、環境に優しい存在にもなれるし、営利的でもあり得る。経営者層
は、４つの異なった“環境保護の影”の観点から、環境革命を企業や損益にもたらすことによっ
て、企業戦略を再考することができるという。本書は、異なった背景を持った三人の著書の一連
の会話形式で始まっている。すなわち一人目は経営に興味のある哲学者であり、もう一人は宗教
学者で環境保護主義者、そして三人目は経営学を学んだ後に環境問題のコンサルタントになった
者である。 
⑩「ISO14001の環境マネジメント」（Goetsch & Davis，2001）は、ISO14000規格や補助文書を理解
することや、ISO14000の実施や審査登録に対して段階的なモデルを与えるような、実践的な教
育手段や入門の手引きに対する必要性に応じて書かれている。著者たちの執筆の意図は、次の二
つの役割を果たすことにあるという。(1)環境マネジメントシステムの国際規格である ISO14000
の基礎となる課題において基礎的な教科書として、また環境保護や環境マネジメントを取り扱う
課題において補助的な教科書として用いられること、(2)業務に環境影響を有するような、私的
なかつ公的な部門の組織に対して、本書は手頃な費用で ISO14000に適合する環境マネジメント
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システムを実施するための実践的なマニュアルとして用いられること、を意図したという。 
⑪「規格化されたマネジメントシステムの統合―その手法と構成要素の探究」（Karapetrovic & 
Joker，2003）では、品質や環境、労働安全衛生、それに企業の社会的責任の領域における有効
なマネジメントシステムに関して、ISO9001、ISO14001、OHSAS18001などのマネジメントシス
テム規格（MSS）を取りあげている。そして規格化されたＭＳの統合は、多くの組織にとって理
に適ったことであるものの、十分に統合されたマネジメントシステム（Integrated Management 
System：IMS)を導出する道にはたくさんの障害物がある。本論文では、内部のそして特定の機
能の規格化されたマネジメントシステムの統合に対する方法の問題点が論じられるとともに、
“どの要素を統合すべきか”や、“それらをいかに統合すべきか”といったことが、詳細に取り
扱われている。 
次に、2002年以降の最近の研究動向として、環境監査と環境マネジメントに関する博士学位論文
には、以下のものがみられる。①何故アメリカ企業は、ISO14001の環境マネジメントシステムの
規格を認証取得して、“グリーン”の情報発信をするのかをテーマとした調査研究（Darnall，2002）、
②「強制から協力へー環境マネジメントシステム設計への影響」（Gallagher，2002）で、環境マネ
ジメントシステムは、より良い環境パフォーマンスをもたらすための経営管理や経営政策技法とみ
た研究、③「企業の製品開発業務を ISO14001の環境マネジメントシステムと統合することにより、
持続可能な製品設計を管理する」という研究（Yang，2005）、④環境マネジメント実践の導入に関
する考察で、企業の環境方針と ISO14001に関する研究（Montiel，2006）がみられる。その他、病
院やヘルスケアと環境マネジメントに関わるものとして、⑤病院のトップのリーダーシップとパ
フォーマンスの向上との相互関係の研究（Gabbert，2005）、⑥病院の質の測定と報告に関する環境
の変化への対応で、病院管理者や医者や規則制定者間で知識を共有することを探求した研究
（Rangachari，2007）、それに⑦ヘルスケアの変容に関する理論に向けて、リーダーシップ活動を
組織の存続と結びつける研究（Hockin，2007）等である。 
それから、学位論文以外の論文や著作に関しても文献調査をしたが、そこでは、統合環境マネジ
メントのための生態学的基礎の探究（Reagan、2006）、グローバルな経済成長下での環境マネジメ
ントの生成（Rosser & Rosser，2006）,企業の環境マネジメント・パラダイムの再考（Raufflet，
2006）,大気浄化法との関わりでの環境監査とコンプライアンス（Widyawati，2008）等の研究がみ
られるものの、広範なフレームワークでの高度の理論的考察は、ほとんど見うけられなかった。こ
のような状況のなかで注目されるものとして、次に『GREEN to Gold』（エスティ＆ウィンストン、
2008）をみてみよう。 
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(3) 『GREEN to Gold－企業に高収益をもたらす「環境マネジメント」戦略』 
ここで、環境マネジメントを経営戦略と結びつけた興味深い研究として、エスティとウィンスト
ンの共著『GREEN to Gold－企業に高収益をもたらす「環境マネジメント」戦略』（エスティ＆
ウィンストン、2008、原書2006年）を以下に取りあげる。 
本書では、「賢い企業は環境問題に戦略的に取り組むことで競争優位を確保する」として、資源
や環境の保護に真剣に取り組む企業には、報酬ではなく理念に共感する人材が集まってくるという。
そして「多くの企業の経験を体系的に分析し、環境に基づく競争優位すなわち＜エコ・アドバン
テージ＞を確立するために望ましい戦略、戦術を導き出すことが本書の狙いである」として、「環
境は、企業戦略の決定的な要因となりつつある。どんな企業も“グリーン”を無視して生き残るこ
とはできない。この問題に賢く取り組む企業は、息が長く収益性が高く強い事業を育てる。そして、
地球をより健康により住みやすくするだろう」と、序章で述べている（エスティ＆ウィンストン、
27～28頁）。 
本書では、エコアドバンテージ、エコ・トラッキング、AUDIO 分析等が鍵概念となっている。
エコアドバンテージに関しては「環境問題を重視する経営者は新しい目で事業を見直し、コスト削
減、リスク回避、収益拡大、価値創出の機会を見出す。そして顧客や社員を始めとするステークホ
ルダーとの結びつきを深める。こうした企業の戦略は持続可能な競争優位を導き出すものであり、
こうした新しい競争優位を、本書ではエコ・アドバンテージと呼ぶ」としている（エスティ＆ウィ
ンストン、41～42頁）。 
次に AUDIO 分析は、現状（Aspects）、川上部門（Upstream）、川下部門(Downstream)、課題
（Issues）、機会(Opportunities)の５項目に分けて行うが、この頭文字をとって AUDIO 分析と呼ぶ
としている。分析の目的は、10の環境問題一つひとつについて、自社のバリュー・チェーンに沿っ
て上から下までリスクとチャンスを突き止めることにあるという。たとえば、アメリカで導入され
た2002年のサーベンス・オクスリー法（SOX 法）では、環境リスクの詳細な開示が求められてい
る。この法律の主条項である401条(a)(j)項は、企業は「現在および将来の財務状況に重大な影響
を与えるオフバランスシート取引、取り決め、債務を開示しなければならない」と定めているが、
この「重大な影響を与えうる」事項、および409条の対象となる事項には、環境に関する責任が含
まれると解釈される。SOX 法で、汚染浄化費用の計上などが必要であることははっきりしている
が、それ以上の間接的なリスクをどう扱うかは不透明なものの、開示を求める傾向が強まっている
ことははっきりしているという。それはともかく、SOX 法も視野に入れ、サプライチェーンだけ
でなくバリュー・チェーン全体に目配りして、どうすれば危険な兆候を見逃さずに済むかをチェッ
クする「環境リスクを発見するためのチェックリスト」を掲記している（エスティ＆ウィンストン、
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105～106、126～127、184～185頁）。 
それからエコ・トラッキングに関しては、「グリーンをゴールドに変えるためには、自社が環境
にどのような影響を与えているかを知り、自社の位置づけを把握することが大切」であり、これを
「本書ではエコ・トラッキングと呼ぶ」としている。エコ・トラッキングの方法には、前述の
AUDIO 分析の他、ライフサイクル・アセスメント（LCA）、環境指標、原材料データベース、デー
タの比較・競争、環境マネジメントシステム、危機管理、パートナーシップ等があるという。そし
て自社がどう見られているのかを知ることはエコ・トラッキングの重要な要素であり、エコ・アド
バンテージを構築する第一歩であるとしている（エスティ＆ウィンストン、256、296～297頁）。 
なお本書では、環境汚染防止の優先課題として、従来の取組みのリユース（再利用する）、リサ
イクル（再生する）、リデュース（減らす）の３Ｒに加えて、新たな取組みとして、マクドナーと
ブランガートが提唱したリデザイン（設計を見直す）リイマジン（新たな発想をする）を紹介した
り、シナジーの CEO ジェームズ・ロジャースが「科学的根拠のことはもういい」と宣言したこと、
つまり確たる科学的な裏付けがなくても、環境問題は企業に降りかかるので、「証拠がない」と言
い逃れをし続けることはできないとの発言を紹介していることを付言しておこう（エスティ＆ウィ
ンストン、300、421頁）。 
以上、環境監査と環境マネジメントの研究における海外の議論の動向をみてきた。そこでは、環
境監査と環境マネジメントを統合するような研究はみられなかった。環境 ISO や環境マネジメン
トの実践の解説が主で、哲学に基礎をおくような研究はみられなかった。そこで次節（続稿）では、
「ホリスティック・マネジメントに向けての統合の哲学」を探求すべく、ラズロとウィルバーの見
解をみることにしよう。 
（つづく) 
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